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3日・文化の日　23日勤労感謝の日

日 月 火 水 木 金 土

（霜月）NOVEMBER

11 2021（令和3年）

◆  11 月 の 税 務 と 労 務 11月

領収書の電子化　民法改正により今年9月から紙による受取証書（領収書）に代えて電
子的な領収書の請求・受取が可能となっています。これにより、領収書の発行者は、紙
代や印刷代等の経費削減、会計ソフトの連携、レジの混雑緩和、煩雑な書類管理の軽減
が図れます。なお、電子マネーの場合は、決済画面が電子的な領収書に該当します。

国　税／�10月分源泉所得税の納付� 11月10日
国　税／�所得税予定納税額の減額承認申請�

� 11月15日
国　税／�所得税予定納税額第2期分の納付�11月30日
国　税／�9月決算法人の確定申告（法人税・消費税

等）� 11月30日
国　税／�12月、3月、6月決算法人の消費税等の中間

申告（年3回の場合）� 11月30日
国　税／�3月決算法人の中間申告� 11月30日
国　税／�個人事業者の消費税等の中間申告（年3回

の場合）� 11月30日
地方税／�個人事業税第2期分の納付�

� 都道府県の条例で定める日

	・	

	 7	

14	

21	

28	

	1	

	8	

15	

22	

29	

	 2	

	9	

16	

23	

30	

	 3	

10	

17	

24	

	・	

	 4	

11	

18	

25	

	・	

	 5	

12	

19	

26	

	・	

	 6	

13	

20	

27	

	・	

紅葉

※税を考える週間　11月11日〜11月17日

	



11 月号─2

　

企
業
が
労
働
者
に
支
払
う
賃
金
に

つ
い
て
は
、
労
働
基
準
法
第
二
四
条

に
お
い
て
、
次
の
よ
う
に
支
払
い
を

し
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
て
い

ま
す
。

①　

通
貨
で
、

②　

直
接
労
働
者
に
、

③　

全
額
を
、

④　

毎
月
一
回
以
上
、

⑤　

一
定
の
期
日
を
定
め
て
支
払
う

　

こ
れ
を
「
賃
金
支
払
の
五
原
則
」

と
い
い
ま
す
。

　

今
回
は
、
賃
金
支
払
い
に
関
す
る

原
則
と
例
外
お
よ
び
留
意
事
項
に
つ

い
て
説
明
し
ま
す
。

一
　
通
貨
払
い 

㈠
　
原
則

　

賃
金
は
、
通
貨
で
支
払
わ
な
け
れ

ば
な
り
ま
せ
ん
。

㈡
　
例
外

　

次
の
場
合
は
、
通
貨
以
外
の
も
の

で
支
払
う
こ
と
が
認
め
ら
れ
て
い
ま

す
。

①　

法
令
・
労
働
協
約
に
別
段
の
定

め
が
あ
る
場
合

　
　

例
え
ば
、
現
物
（
通
勤
定
期
券

な
ど
）
で
賃
金
を
支
払
う
場
合
は

労
働
協
約
（
労
働
組
合
と
使
用
者

と
の
間
で
結
ぶ
取
り
決
め
）
に
定

め
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。

　
　

な
お
、
定
期
券
代
等
の
実
費
を

労
働
者
に
支
給
し
、
労
働
者
が
定

期
券
を
購
入
す
る
場
合
は
現
物
支

給
に
該
当
し
な
い
た
め
、
労
働
協

約
は
不
要
で
す
。

　
　

ま
た
、
通
貨
以
外
の
も
の
で
支

払
う
こ
と
に
つ
い
て
法
令
に
よ
り

別
段
の
定
め
を
し
て
い
る
も
の
は
、

現
在
の
と
こ
ろ
あ
り
ま
せ
ん
。

②　

労
働
者
の
同
意
を
得
て
、
賃
金

や
退
職
手
当
を
銀
行
振
込
等
に
よ

り
支
払
う
場
合

　
　

通
達
に
よ
り
、
同
意
の
形
式
は

問
わ
な
い
も
の
と
さ
れ
て
お
り
、

振
込
先
と
し
て
、
労
働
者
本
人
名

義
の
預
貯
金
口
座
の
指
定
が
あ
っ

た
と
き
は
、
労
働
者
の
同
意
が
あ

っ
た
も
の
と
し
て
扱
う
こ
と
が
で

き
ま
す
。

二
　
直
接
払
い 

㈠
　
原
則

　

賃
金
は
、
直
接
労
働
者
に
対
し
て

支
払
わ
な
け
れ
ば
な
ら
な
い
と
さ
れ
、

代
理
人
や
賃
金
債
権
の
譲
受
人
に
支

払
う
こ
と
は
認
め
ら
れ
て
い
ま
せ
ん
。

　

未
成
年
者
の
場
合
も
、「
未
成
年

者
は
、
独
立
し
て
賃
金
を
請
求
す
る

こ
と
が
で
き
る
。
親
権
者
又
は
後
見

人
は
、
未
成
年
者
の
賃
金
を
代
っ
て

受
け
取
っ
て
は
な
ら
な
い
。」（
同
法

第
五
九
条
）と
さ
れ
て
い
ま
す
。

㈡
　
例
外

　

通
達
に
よ
り
、
労
働
者
の
使
者
に

対
し
て
賃
金
を
支
払
う
こ
と
は
差
し

支
え
な
い
と
さ
れ
て
い
ま
す
（
労
働

者
が
未
成
年
で
あ
る
場
合
も
同
様
）。

　

例
え
ば
、
労
働
者
本
人
が
病
気
で

あ
る
と
き
に
配
偶
者
や
子
等
の
労
働

者
の
使
者
に
支
払
う
こ
と
は
労
働
基

準
法
違
反
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

三
　
全
額
払
い 

㈠
　
原
則

　

賃
金
は
、
全
額
を
支
払
う
必
要
が

あ
り
ま
す
。

㈡
　
例
外

　

次
の
場
合
に
は
、
一
部
を
控
除
し

て
支
払
う
こ
と
が
で
き
ま
す
。

①　

法
令
に
別
段
の
定
め
が
あ
る
場

合

　
　

所
得
税
や
住
民
税
を
源
泉
徴
収

す
る
と
き
や
、
社
会
保
険
料
等
を

控
除
す
る
と
き
が
該
当
し
ま
す
。

②　

労
使
協
定
が
あ
る
場
合

　
　

社
宅
や
寮
の
労
働
者
の
負
担

額
、
組
合
費
な
ど
を
賃
金
か
ら
控

除
す
る
場
合
に
は
労
使
協
定
を
締

結
す
る
必
要
が
あ
り
ま
す
。
こ
の

労
使
協
定
は
、
労
働
基
準
監
督
署

へ
の
届
出
は
不
要
で
す
。

　
　

な
お
、
労
働
者
の
欠
勤
や
遅

刻
・
早
退
が
あ
っ
た
場
合
の
不
就

労
分
（
賃
金
支
払
い
義
務
が
な
い

も
の
）
の
賃
金
控
除
は
、
労
使
協

定
で
定
め
る
こ
と
な
く
控
除
し
た

場
合
で
あ
っ
て
も
、
労
働
基
準
法

違
反
と
は
な
り
ま
せ
ん
。

知っておきたい
「賃金支払の五原則」�
� （労働基準法）



3─11月号

③　

端
数
処
理

　
　

次
に
掲
げ
る
端
数
処
理
は
、
賃

金
全
額
払
い
の
違
反
に
は
該
当
し

ま
せ
ん
（
昭
和
六
十
三
年
三
月

十
四
日
基
発
一
五
〇
号
）。

ａ　

割
増
賃
金
の
計
算
の
際
に
、

一
か
月
に
お
け
る
時
間
外
労

働
、
休
日
労
働
及
び
深
夜
業
の

各
々
の
時
間
数
の
合
計
に
一
時

間
未
満
の
端
数
が
生
じ
た
場
合

に
、
三
〇
分
未
満
の
端
数
を
切

り
捨
て
、
そ
れ
以
上
を
一
時
間

に
切
り
上
げ
る
こ
と

　
　

な
お
、
こ
こ
で
認
め
ら
れ
て

い
る
端
数
処
理
は
「
一
か
月
」

の
合
計
時
間
に
一
時
間
未
満
の

端
数
が
生
じ
た
場
合
の
扱
い
で

す
。
例
え
ば
、
日
々
の
労
働
時

間
に
三
〇
分
未
満
の
端
数
が
生

じ
た
と
き
に
切
り
捨
て
る
処
理

が
認
め
ら
れ
て
い
る
わ
け
で
は

な
い
点
に
注
意
を
要
し
ま
す

（
日
々
の
労
働
時
間
は
一
分
単

位
で
計
算
）。

ｂ　

一
時
間
あ
た
り
の
賃
金
額
及

び
割
増
賃
金
額
の
一
円
未
満
の

端
数
を
四
捨
五
入
す
る
こ
と

ｃ　

一
か
月
に
お
け
る
時
間
外
労

働
、
休
日
労
働
及
び
深
夜
業
の

各
々
の
割
増
賃
金
の
総
額
の
一

円
未
満
の
端
数
を
四
捨
五
入
す

る
こ
と

ｄ　

一
か
月
の
賃
金
支
払
額
（
賃

金
の
一
部
を
控
除
し
て
支
払
う

場
合
に
は
控
除
し
た
額
）
の

一
〇
〇
円
未
満
の
端
数
を
四
捨

五
入
す
る
こ
と

ｅ　

一
か
月
の
賃
金
支
払
額
（
賃

金
の
一
部
を
控
除
し
て
支
払
う

場
合
に
は
控
除
し
た
額
）
に
生

じ
た
一
、〇
〇
〇
円
未
満
の
端

数
を
翌
月
の
賃
金
支
払
日
に
繰

り
越
し
て
支
払
う
こ
と

四
　
毎
月
一
回
以
上
払
い 

㈠
　
原
則

　

賃
金
は
、
毎
月
一
回
以
上
支
払
わ

な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。

　

年
俸
制
の
場
合
も
年
に
一
度
だ
け

で
支
払
う
こ
と
は
認
め
ら
れ
て
お
ら

ず
、
各
月
に
分
け
て
支
払
う
必
要
が

あ
り
ま
す
。

㈡
　
例
外

　

次
の
賃
金
は
、
毎
月
一
回
以
上
、

一
定
の
期
日
（
後
述
）
に
支
払
わ
な

く
て
も
よ
い
と
さ
れ
る
も
の
で
す
。

①　

臨
時
に
支
払
わ
れ
る
賃
金

②　

賞
与

③　

そ
の
他
厚
生
労
働
省
令
で
定
め

る
賃
金
。
以
下
の
も
の
が
定
め
ら

れ
て
い
ま
す
。

・　

一
か
月
を
超
え
る
期
間
の

出
勤
成
績
に
よ
っ
て
支
給
さ

れ
る
精
勤
手
当

・　

一
か
月
を
超
え
る
一
定
期

間
の
継
続
勤
務
に
対
し
て
支

給
さ
れ
る
勤
続
手
当

・　

一
か
月
を
超
え
る
期
間
に

わ
た
る
事
由
に
よ
っ
て
算
定

さ
れ
る
奨
励
加
給
又
は
能
率

手
当

五
　
一
定
期
日
払
い 

㈠
　
原
則

　

賃
金
は
、
一
定
の
期
日
を
定
め
て

支
払
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
（
例

え
ば
、「
毎
月
二
十
五
日
」、「
毎
月

月
末
」な
ど
）。

　

な
お
、
支
払
日
が
休
日
に
あ
た
る

場
合
は
、
支
払
日
を
そ
の
前
日
・
翌

日
の
ど
ち
ら
と
す
る
か
に
つ
い
て
は
、

就
業
規
則
等
に
お
い
て
自
由
に
定
め

る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

㈡
　
例
外

　

一
定
期
日
払
い
の
例
外
は
、
前
記

四
「
毎
月
一
回
以
上
払
い
」
の
例
外

と
同
様
の
扱
い
に
な
り
ま
す
。

　

な
お
、
労
働
基
準
法
で
は
一
定
期

日
払
い
の
例
外
と
し
て
、
非
常
の
場

合
の
支
払
規
定
も
設
け
ら
れ
て
い
ま

す
。

　

労
働
者
が
次
に
定
め
る
出
産
、
疾

病
、
災
害
等
の
非
常
の
場
合
の
費
用

に
充
て
る
た
め
に
請
求
す
る
場
合
に

お
い
て
は
、
支
払
期
日
前
で
あ
っ
て

も
、
既
に
働
い
た
分
に
対
す
る
賃
金

を
支
払
わ
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん（
賃

金
計
算
期
間
の
う
ち
、
ま
だ
就
労
し

て
い
な
い
日
の
分
ま
で
支
払
う
義
務

は
あ
り
ま
せ
ん
）。

①　

労
働
者
又
は
そ
の
収
入
に
よ
っ

て
生
計
を
維
持
す
る
も
の
が
出
産

し
、
疾
病
に
か
か
り
、
又
は
災
害

を
受
け
た
場
合

②　

労
働
者
又
は
そ
の
収
入
に
よ
っ

て
生
計
を
維
持
す
る
も
の
が
結
婚

し
、
又
は
死
亡
し
た
場
合

③　

労
働
者
又
は
そ
の
収
入
に
よ
っ

て
生
計
を
維
持
す
る
も
の
が
や
む

を
得
な
い
事
由
に
よ
り
一
週
間
以

上
に
わ
た
っ
て
帰
郷
す
る
場
合

　

非
常
時
払
い
は
、
労
働
者
か
ら
の

請
求
が
あ
っ
た
場
合
に
支
払
う
も
の

で
す
。
し
た
が
っ
て
、
請
求
が
な
い

場
合
は
、
通
常
の
賃
金
支
払
日
に
支

払
う
こ
と
に
な
り
ま
す
の
で
、
注
意

が
必
要
で
す
。



11 月号─4

　新型コロナウイルス感染症の影響により
特に業況が厳しい中小企業・小規模事業者
に対して、令和3年8月から業務改善助成
金について特例的な要件緩和・拡充が行わ
れています。
　業務改善助成金は、中小企業・小規模事
業者の生産性向上を支援し、事業場内で最
も低い賃金の引上げを図るための制度です。
制度内容は、生産性向上のための設備投資
（機械設備、POSシステムの導入、顧客・
在庫・帳票管理システムの導入等）などを
行い、事業場内最低賃金を一定額以上引き
上げた場合、その設備投資などにかかった
費用の一部が助成されます。
１　特に業況の厳しい事業主への特例（前
年又は前々年比較で売上等30％減）

⑴　対象人数の拡大・助成上限額引上げ
　賃金引上げ対象人数について、最大「10

人以上」（改正前：7人以上）のメニューを
新設するとともに、助成上限額も600万
円（改正前：450万円）に拡大されました。
⑵　設備投資の範囲の拡充
　賃金引上げ額を30円以上とする場合に
は、設備投資の対象外である生産性向上に
資する自動車やパソコン等も補助対象とさ
れています。
２　全事業主を対象とする特例
⑴　新コースの増設
　引き上げ額に応じたコース区分のうち、
30円と60円の間に新たに「45円コース」
が増設されました。
⑵　同一年度内の複数回申請を可能に
　これまで同一年度内の複数回受給を認め
ていませんでしたが、再度賃上げを行うケ
ースも想定されるため、年度内の複数回申
請が可能となりました。
　なお、令和3年度の申請締切日は、令和
4年1月31日とされていますが、本助成
金は予算の範囲内で交付するため、申請期
間内でも募集が終了する場合があります。

業務改善助成金の 
要件緩和・拡充

　令和３年８月から介護保険施設における
負担限度額の見直しが行われています。
　今回の見直しは、高齢化が進む中で必要
なサービスを必要な方に提供できるように
しつつ、負担の公平性と制度の持続可能性
を高める観点から一定以上の収入のある方
に対して、負担能力に応じた負担を求める
見直しを行うものです。
　主な見直しは、以下のとおりです。
１　食費の負担限度額（日額）
　年金収入等が120万円超の施設入所者
については、負担限度額が650円から
1,360円に引き上げられました。
２　高額介護サービス費（月額）
　これまでの負担上限額は4万4,400円で
したが、課税所得に応じて定める負担上限
額の区分に新たな区分が加わり、課税所得
「380万円以上690万円未満の者」は9万
3,000円、「690万円以上の者」は14万
100円が負担上限額とされました。

介護保険施設における負担限
度額の見直し　「

多
様
な
人
材
活
用
で
輝
く
企
業

応
援
サ
イ
ト
」
は
、
優
秀
な
人
材
の

確
保
・
定
着
や
モ
チ
ベ
ー
シ
ョ
ン
の

向
上
を
図
る
た
め
、
パ
ー
ト
・
契
約

社
員
・
派
遣
社
員
の
正
社
員
化
、
処

遇
の
改
善
、
人
材
育
成
、
多
様
な
働

き
方
の
推
進
な
ど
に
取
り
組
む
企
業

の
事
例
が
紹
介
さ
れ
て
い
る
厚
生
労

働
省
の
サ
イ
ト
で
す
。

　
事
例
紹
介
で
は
、
業
種
・
企
業
規

模
・
取
組
内
容
・
正
社
員
の
限
定
タ

イ
プ
な
ど
、
複
数
の
検
索
方
法
が
設

け
ら
れ
、
各
企
業
の
目
的
や
状
況
に

あ
っ
た
事
例
を
検
索
し
や
す
く
な
っ

て
い
ま
す
。

　
取
組
事
例
の
動
画
や
セ
ミ
ナ
ー
情

報
、
各
種
支
援
制
度
も
公
開
さ
れ
て

い
ま
す
の
で
、
現
行
の
社
内
制
度
の

見
直
し
や
新
た
な
制
度
導
入
を
検
討

し
て
い
る
企
業
は
、
ご
活
用
く
だ
さ

い
。

多
様
な
人
材
活
用
で
輝
く
企
業
応
援
サ
イ
ト


